
 

 

 
 

  



大東市長　岡本日出士殿　　　　

    平成20年度予算要望（重点項目）
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来年度の予算編成にあたって、以下の項目をぜひ実現いただくよう、強く要請します。

１、福祉・医療
　�　「後期高齢者医療保険制度」の撤回を国に強く求める。
　�　乳幼児医療費助成制度の所得制限をなくし、対象年齢を就学前まで拡大する。
　�  介護保険料・利用料の負担軽減を市独自で実施する。
　�　障害者自立支援法の１割負担を市独自に軽減する。
　　　療育センター利用料の負担軽減、専門職員の配置、建て替えをすすめる。
　�　国保の「短期保険証」「資格証明書」の発行をやめる。
　�　生活保護の相談段階で「就労指導」「資産活用」「扶養義務者の援助」などの強要　　
　をやめ、申請権に基づいて申請書を渡す。国への保護費の返還をやめる。

２、保　育
　�　上三箇の民営化で裁判中であり、新たな民営化計画を断念する。
　�　市西部への保育所新設を促進する。
　�　児童扶養手当の給付削減をやめるよう、国に強く求める。

３、教　育
　�　学校の統廃合計画を中止し、市独自で少人数学級を促進する。
　�　小学校教室へのエアコン設置を急ぐ。

４、産業・雇用
　�　「中小企業振興条例」を制定する。
　�　就労相談の窓口を充実させる。

５、街づくり
　�　「平野屋会所」を国史跡として保存し、整備する。「歴史街道」を整備する。
　�　巡回バスを山手・龍間・諸福など交通不便地域に配車し、西部図書館など公共施　　
　設を巡回するよう路線を工夫する。必要なら台数を増やす。
　�　防犯灯電気代の自治会負担を減らし、スーパー防犯灯を増やす。

６、旧同和行政
　�　人権推進部を廃止する。
　�　人権地域協への補助金や事業委託をやめる。　
　�　人権文化センターと青少年教育センターの職員を見直す。
　�　旧同和向け市営住宅の家賃滞納者への法的措置をさらに強化する。
　　　空き家募集で一般公募をすすめる。
　�　旧同和地区内の残地処分を急ぐ。

７、国への要望事項
　�　新たな消費税増税を行わないよう、国に強く求める。
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